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資料１ 

 

変更の工事に要する資金の額並びに資金調達実績及び計画 

 

１．変更の工事に要する資金の額 

  今回の原子炉施設の変更に要する資金は，約 2 億円である。 

（単位：億円） 

工事件名 
令和 4 

年度 

圧縮減容装置の設置    約 2 

 

２．資金調達実績及び計画 

 (1) 資金調達実績 

・日本原子力発電株式会社の過去 10 年間（平成 23 年度～令和 2年度）の資金調達実

績は，下表のとおりである。 

・平成 23 年度から平成 24 年度までの総工事資金については，自己資金及び借入金に

より確保している。平成 25 年度から令和 2 年度までの総工事資金については，借

入金の返済が進む中でも自己資金により安定的に確保している。 

 

(2) 資金調達計画 

・今回の原子炉施設の変更（以下「今回の変更の工事」という。）に要する資金約 2億

円の資金調達計画については，自己資金により約 2 億円確保する（日本原子力発電

株式会社全体の資金調達計画は資料３のとおり）。 
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 ・自己資金については，電力料収入をもとに得られる内部留保により確保することと

している。日本原子力発電株式会社全体で令和 4年度においては， の自己

資金を確保できる見通しであり，このうち約 2 億円を今回の変更の工事に充当す

る。 

 

（本補足説明の各数表は，単位未満四捨五入又は切捨により記載しているため，合計

が合わない場合がある。） 
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※1 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「建設仮勘定」及び「核燃料」を参照 

※2  期中の資金収入と資金支出を合算した金額 

※3 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「現金及び預金」及び「短期投資」を参照 

※4 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「社債」及び「1年以内に期限到来の固定 

負債」を参照 

※5 社債発行額から社債発行費を除いた金額 

※6 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「長期借入金」及び「1年以内に期限到来

の固定負債」を参照 

※7 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「短期借入金」を参照 

※8 「有価証券報告書」又は「会社概況書」の個別貸借対照表上の「コマーシャル・ペーパー」を参照 
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工 事 計 画 
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資料２ 
 

平成 22 年度以前の資金調達実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 「有価証券報告書」の個別貸借対照表上の「建設仮勘定」及び「核燃料」を参照 

※2  期中の資金収入と資金支出を合算した金額 

※3 「有価証券報告書」の個別貸借対照表上の「現金及び預金」及び「短期投資」を参照 

※4 「有価証券報告書」の個別貸借対照表上の「社債」及び「1年以内に期限到来の固定負債」を参照 

※5 社債発行額から社債発行費を除いた金額 

※6 「有価証券報告書」個別貸借対照表上の「長期借入金」及び「1 年以内に期限到来の固定負債」を参照 

※7 「有価証券報告書」の個別貸借対照表上の「短期借入金」を参照 

※8 「有価証券報告書」の個別貸借対照表上の「コマーシャル・ペーパー」を参照 
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資料３

資金調達計画
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資料４

東海第二発電所の電力料収入実績と計画

東海第二発電所の発生電力については，昭和 46年 12 月 15 日付け 」によ

り，発電所内で使用する電力を控除した全量を電力会社（以下，「受電会社」とい

う。）に供給する契約を締結している。 

 電力料収入に係る受電会社との契約（以下「料金契約」という。）については，原則

として事業年度毎に締結し，料金その他の供給条件を定めている。料金は，電気の供給

量にかかわらず支払いを受ける基本料金と，電気の供給量に応じて支払いを受ける電力

量料金から成っている。 

東海第二発電所の受電会社の供給約款変更認可申請に係る査定方針では，東海第二発

電所は受電会社との「共同開発であると認められる」ため，受電会社は東海第二発電所

を「安全に維持管理する費用や，将来の稼働に向けた投資に要する費用についても，自

社電源同様，負担する義務があると考えられる」と整理されている。 

 以上のことから，今後の東海第二発電所に係る電力料収入を確保する相当の蓋然性が

ある。 

東海第二発電所電力料収入の実績（平成 18 年度～令和 2年度）及び計画（令和 3年

度～令和 4 年度） 

項  目 
平成 18 年度～ 

平成 22 年度 

平成 23 年度～ 

令和 2 年度 

令和 3年度～ 

令和 4年度 

基本料金

電力量料金

計

販売電力量

平均販売単価
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東海第二発電所の電力料収入実績 平成 23年度～令和 2年度の年度別内訳

東海第二発電所の料金原価実績内訳

＊電力料収入の基礎となる料金原価は，資金支出を伴う費用（人件費，修繕費，委託費等）と

資金支出を伴わない費用（主に減価償却費，燃料費，原子力発電施設解体費）等から構成

され，資金支出を伴わない費用等は自己資金の源泉となる。 

＊数表の「その他」には，人件費，修繕費，委託費等が含まれる。 
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（参考資料） 

添付１：昭和 46年 12 月 15 日付け

添付２：平成 24年 7月 20 日付け物価問題に関する関係閣僚会議「東京電力株式会社

の料金改定について」（抜粋） 

添付３：平成 25年 8月 2 日付け物価問題に関する関係閣僚会議「東北電力株式会社

（中略）の料金改定について」（抜粋） 
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資料５ 
 

資金調達の見通し 
 
 変更の工事に要する資金については，自己資金により確保していくこととしている。

変更の工事に要する資金約 2 億円については，以下に示す経営成績及び純資産の状況等

からも確保できる相当の蓋然性がある。 
 
１．経営成績 

当社の経営成績は良好に推移している。東海第二発電所が営業運転を開始した昭

和 53 年度（第 22期）以降，令和 2年度（第 64期）までの 43 期のうち，41 期で経

常黒字を確保している。また，平成 12年度（第 44 期）以降，21 期連続で経常黒字

を確保している（添付４参照）。 

 

２．純資産の状況 

利益を安定的に確保してきた結果，令和 2 年度末における当社グループの純資産は

1,704 億円となっている（添付５参照）。自己資本比率は 27.5％（令和 2 年度末現在

の純資産 1,704 億円，総資産 6,194 億円）となっており,電力 9 社平均 22.6％（令和

2 年度末現在の電力 9社平均の純資産 1兆 1,022 億円，総資産 4 兆 8,740 億円）と比

較しても財政状態は健全である。 

 
３．現金及び現金同等物残高 
  令和 2 年度末の当社グループにおける現金及び現金同等物残高は，746 億円と

なっている（添付７参照）。 
 
（参考資料） 

添付４：経常利益の推移 
添付５：連結貸借対照表（2021 年 3 月 31 日現在） 
添付６：連結損益計算書（2020 年度） 
添付７：連結キャッシュフロー計算書(2020 年度) 
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２０２１年３月３１日現在

日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

515,758 270,147 

　　電 気 事 業 固 定 資 産 90,092 800 

83,771 12,642 

6,254 2,584 

66 18,147 

222,702 

　　そ の 他 の 固 定 資 産 1,636 13,270 

　　固 定 資 産 仮 勘 定 215,818 178,807 

209,355 3,105 

6,463 112,983 

302 

34,624 

　　核         燃         料 107,586 2,825 

15,850 24,965 

91,735 

　　投 資 そ の 他 の 資 産 100,625 負 債 合 計 448,954 

12,153 

1,205 

30,706 169,429 

56,560 120,000 

49,429 

103,653 

11,113 その他の包括利益累計額 1,027 

18,800 11 

63,999 1,016 

3,093 

6,646 純 資 産 合 計 170,457 

619,412 619,412 

加 工 中 等 核 燃 料

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

現 金 及 び 預 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

資 本 金

関 係 会 社 長 期 投 資

そ の 他 の 流 動 資 産

短 期 投 資

た な 卸 資 産

長 期 前 払 費 用

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

合                    計

退職給付に係る調整累計額

合                    計

長 期 未 払 債 務

固 定 資 産 固 定 負 債

原 子 力 発 電 設 備

長 期 借 入 金

原 子 力 廃 止 関 連 仮 勘 定

災 害 損 失 引 当 金

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 に 係 る 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 投 資

科                    目 科                    目金         額

資        産        の        部 負    債    及   び   純　資　産   の    部

　連結貸借対照表 　

金         額

貸 付 設 備

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 税 金

未 払 費 用

建 設 仮 勘 定

業 務 設 備

流 動 負 債

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

装 荷 核 燃 料
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日本原子力発電株式会社 （単位：百万円）

87,581 96,336 

85,530 94,447 

2,050 1,889 

( 8,755)

1,393 166 

1,348 35 

45 130 

88,975 96,502 

7,527 

3,677 － 

加工中等核燃料保有量調整損失 1,333 － 

2,343 

3,850 

1,132 

160 

971 

2,718 

2,718 

退 職 給 付 制 度 改 定 益

営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用

営 業 利 益

２０２１年３月３１日まで

費        用        の        部

金         額

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 収 益

そ の 他 事 業 営 業 収 益そ の 他 事 業 営 業 費 用

法 人 税 等

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

工 事 計 画 変 更 損 失

受 取 利 息

特 別 利 益

収        益        の        部

営 業 外 費 用

支 払 利 息

当 期 経 常 収 益 合 計

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

科                    目科                    目 金         額

 連 結 損 益 計 算 書 
２０２０年４月　１日から

営 業 外 収 益

そ の 他 の 営 業 外 収 益

親会社株主に帰属する当期純利益

当 期 経 常 費 用 合 計

当 期 経 常 利 益

特 別 損 失

当 期 純 利 益
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参考資料
連結キャッシュ・フロー計算書

自  ２０２０年４月 １ 日

至  ２０２１年３月３１日

（単位：百万円）

項            目 金       額

　Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,850 

減価償却費 10,226 
加工中等核燃料保有量調整損失 1,333 

原子力発電施設解体費 4,679 

原子力廃止関連仮勘定償却費 490 

固定資産除却損 446 

工事計画変更損失 2,343 

退職給付に係る負債の減少額 △ 992 

受取利息及び受取配当金 △ 45 

支払利息 1,348 

売上債権の減少額 10,566 

仕入債務の増加額 2,115 

未払消費税等の増加額 1,145 

長期前払費用の増加額 △ 1,820 

前受金の増加額 17,752 

その他 △ 587 

小        計              52,853 

利息及び配当金の受取額 45 

利息の支払額 △ 1,381 

法人税等の還付額 411 

　営業活動によるキャッシュ・フロー 51,927 

　Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 24,595 

核燃料の取得による支出 △ 543 

核燃料の売却による収入 966 

定期預金の預入れによる支出 △ 500 

定期預金の払戻しによる収入 6,450 
投資有価証券の売却による収入 3 

資産除去債務の履行による支出 △ 1,649 

その他 23 

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 19,844 

　Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △ 30,000 

長期借入金の返済による支出 △ 7,950 

短期借入れによる収入 118,983 

短期借入金の返済による支出 △ 112,552 

その他 △ 605 

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 32,123 

　Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 △ 39 

　Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 74,653 

　Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 74,613 
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